



児童を取 り巻 く環境の最 も基本的なものが家庭である。家庭は児童がこの世に生 まれて最初
に出会 う小集団であ り社会である。そこで,児 童にとって家庭 とい うものが極めて重要である,
ということを継続的に考えていく一つのステップとして,本 論において,家 庭の機能を一部補
充している保育所に焦点をあて,そ こに措置されている児童(乳 幼児)の 保護者の状況を考察
した。
1.児 童を取 り巻 く社会的背景
現在の我が国の状況を表わす ものとして,人 口の高齢化,核 家族化の進行,婦 人就業者数の
増加などを挙げることができる。さらにこれ らの現象に関連 しているのが出生率の低下であ り
世帯構成人員の減少であろう。また,我 が国の人口高齢化現象は,他 国に類をみないスピー ド
で進行 しており,厚 生省人 口問題研究所の推計(昭 和56年11月)に よると,昭 和100年 には,









(1)出 生 率 の 低下 及 び核 家 族 化
出生 率(人 口1,000人 に対 す る 出生 数)は,表1に も明 らか な よ うに,か つ て 昭 和41年,い
わ ゆ る丙 午(ひ の え うま)と い わ れ た 年 で あ った 為 に 激 減 し,13.7で あ った 。 そ の 翌 年 に は
19.4で あ り,そ の 前年 が18.6で あ った故 に 異常 低 下 と され て い た。 しか し,こ の 出生 率 も,昭
和48年 を ピ ー クに下 降 の 一途 を た ど って お り,55年 に は先 の 異常 低下 とい わ れ た41年 を下 回 る




図1年 少人口(0～14歳)及 び老年人 口(65
歳以上)の 総人口 に占める比率の推移
注 昭和56年 までは実績。
昭和60年 以降 は,人 口問題研究所推計(昭 和56年
11月)。
続 くものと推計されている。この出生率の低下







が少なくなってお り,(中 略)老 後の生活を子
供に頼 ろうとする考えが弱まっていること(中





んでそれ以上の数の子供を 産む とい う必要がなくなっている。 第3は 子供の養育にかかる直
接,間 接の費用の増大である。数多 くの子供を有 していても,戦 前においては,一 人当 りの養
育費は少なかったが,生 活水準が向上す るとともに,子 供一人当りの養育費は増大している。
中でも特に,子 供の教育費用の増大は大 きな影響を与えている。第4は,雇 用者世帯の増大で
ある。一般に農林漁業の世帯においては出生率が大 きく,雇 用者世帯では出生率が小さいとい
う傾向が認め られるが,こ うした傾向を前提 とする産業化の進展によって雇用者が増大 してい
ることも出生率の低下に資している。(中 略)第5は,女 性の高学歴化の進展である。各種の
調査を通じて,妻 の教育程度が高いほど出生児数の少ないことがわかる。 これは,教 育年限が
延びるほど,初 婚年齢が高くなるということ,教 育程度が高 くなるほど女性の多面的な能力が
開発され有職率 も賃金水準 も高 くなり,出 産 ・育児にのみ自己実現を求めなくなること,等 が
考え られる。 さらに第6に は,家 族計画の知識や技術が広く一般に普及したことや優生保護法
等が,子 供数の抑制に直接影響 している。」
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1)昭 和25～40年 は沖縄県をふ くまない。注
2)昭 和55年 は1%抽 出集計に よる。


































































































注 各調査時現 在の領域における人 口,し たが っ
て,昭 和15年 以前お よび50年 以降は沖縄県を
含む。
1)国 勢調査結果。2)人 口調査結果を補正
した もの。3)沖 縄県を含めた人 ロは104,665
千人。













数 は表4の 通 りで あ る。 昭 和38年 当 時 は,「3人 以上 子 ど もの い る家 庭 」 が29.0%あ った も の
が,55年 に は1ao%に 減 少 し,2人 が48.6%で 約 半 数 を 占 め て お り,い わ ゆ る 「二 人 っ子 」 時


























子 育て以外 にや りた




資料:厚 生省人 口問題 研究所 「長期人 口変動に対す
る地域住民の意識 と環境に関す る調査 」
(注)現 在,子 供を1な いし2人 もつ母親につ いて
調査した ものであ る。
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次のようなことを要因として挙げている。
ω 出生児数の減少によるものである。
(イ)昭 和30年 以降の高度経済成長に伴 う人口の急激な地域間移動及び産業別就業構造の変化
である。この結果,農 家の世帯員が減少し,大 都市では,流 入 してきた若年層による核家
族や単身世帯が増加したこと。
⑰ 戦後において家族に対する考え方が変化したこと,ま た,こ れに加えて大都市における
住宅事情のもとでは,地 方か ら大都市に流入 してきた若年層が老親 と同居することが困難
であったこと等により,い わゆる核家族が増加 したことである。
② 核家族化
核家族化(現 象)は,前 に述べたようなことの一つの結果 としての現象といえる。核家族は,
























資料:厚 生省統計情報部 厂厚生行政基礎 調査」
(注)1.昭 和29～38年 は 「夫婦 のみの世帯」 と 「夫婦 と
未婚の子のみの世帯」を,ま た 「片親 と未婚 の
子のみの世 帯」 と 「3世 代世帯」 と 「その他 の
世帯」 をそれぞれ一括計上 してあ る。





時は,子 どもが多 く,その子が就学 ・
就職あるいは転職等で新たな家族を
形成 して い た と考えられるのであ
る。現在の核家族化の 傾向を み る


















の育児や老人の扶養の機能などの低下を余儀無 くされてお り,い わぽ崩壊 と常に紙一重の状態
にあるといえる。
(2)婦 人就業者の増加












46年 には 「いつまでも勤 め て い た
い」 というのが18.9%で あったのに
対 して,「 子ができるまで,結 婚す
るまで」が36.2%を 占めて いたの
が,52年 には,前 者が25.1%と 増 し
ているのに対 して後者は25.9%と 減
電気器具等の普及による生活水準の向上,








密 一 一 隻」剄 昭和46年1
いっ まで も勤めていたい












少 し,両 者は殆んど並んでいる。この傾 向は更に進む と推察できるので現在では恐らく逆転 し
ているものと思われ る。
そして,現 在の婦人就業者数の推移か らみ られる特徴は,表6の 通 り,雇 用者における有配





































































死 別 ・離 別















注 労働人 口とは,15歳 以上人 口の うち,就 業者 と完全失業者を合わせたものであ る。
資料 総理府 「労働力調査」












みると55年には40歳 以上が41.5%(35歳 以上では53.2%)を 中高年層が占めている。前掲の表
5で は 「いつまでも勤めていたい」 と思 ってはいるが,現 実的には,結 婚あるいは出産によっ
て退職 し,子 育てが一段落 した処で再就職する場合がまだまだ多い形態であるとい う表われ と
いえる。 しか しなが ら,20歳 代の雇用者も増加 している点か ら,結 婚,出 産に よる退職者は,
少なくとも昭和35年 よりは減少 しているといえる。
このような増加 しつつある有配偶婦人が働 らく際に大きな要素 となるのが保育の問題であろ
う。保育所 は,本 来的には 「保育に欠けるその乳児又は幼児」を保育する施設であるが,例 え
ぽ,中 央児童福祉審議会答申(昭 和46年10月)中 の 「子供の心身の発達にとって不可欠のもの
が何 らかの原因によって与え られない場合」 という表現にみ られるように,家 庭や社会の環境
の変化に伴なってその期待される内容は変化していくものである。それは,言 い換えれば,そ
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れだけ多様化 している訳であるが,こ の多様化の要因となっているのが婦人労働の側面か らの
母親 の就労保障という立場であ り,核 家族化の進行に伴な う家庭の養育機能の低下 とそれに対
する母親の不安や子 どもの生活環境の悪化,更 には集団保育そのものを希望するなど,児 童を
中心 とした発達保障の立場である。
本章で考察 した現状は,従 来家庭が本来的にもっていた機能を,そ の代替或いは補充機能を
もった施設 として保育所にそれ らを求めるとい う可能性を示唆 したものであるといえる。それ
故に,保 育所 も期待 される多様化に対応 して従来からの 厂保育に欠ける」 とい う枠を,仮 に部
分的にであっても外さなければならないであろ う。 しかし,た だ外すのではなく"ど こをどの
ように外すか"と いうことを十分検討 した上でのことでなければならない。
2.保 育所措置児童の現状
保育所は,児 童福祉法第7条 に規定 されている児童福祉施設の一種で,全 国に33,463ヵ 所あ
る児童福祉施設の中で68:3%を 占める22,860ヵ 所が設置されている(昭 和58年10月1日 現在)。























































資料 厚生省 「社会福祉行政業務報告」(各年4月1日 現在)
少 しているにもかかわ らず逆に保育所が増加 し続けるという現象は,保 育所への措置決定の際
に指針 とされる 「児童福祉法による保育所への入所の措置基準について」における基準に,何
らかの変化が生 じてきているのではないか,と も考えられるのである。つまり,保 育所が絶対
数の不足によりその設置が強 く叫ばれていた時期 と比較 した場合,少 なくとも現在の方が入所
措置 され易い状況にあるのではないか,と い うことである。即ち,入所基準が部分的に緩和 され
ているのではないか,さ らに入所児の保護者に変化があるのではないかと思われるのである。
そ こで本章では,一 保育所を取 りあげて現在の措置児童及びその保護者の状況を中心 として
この問題を考察 した。





。環境等 公設民営型で宗教法人が経営してお り,同 区内では比較的古い方に含まれる。
静かな住宅地域にある寺院の境内の一郭に建 っている。私鉄駅 より徒歩約10分
で交通の便はよい。送迎の保護者は約半数が自家用車,そ の他 自転車が多 く徒
歩は殆んどない。
※京都市西京区とい う処は,京 都市の西南の端に位置 し,同 区内のニュータウン建設や京
都市の ドーナッツ化現象などによる人 口増加に伴なって,保 育所も急激に増設 された地
域である。同区内の保育所は現在19ヵ 所,定 員1,900名 である。
○調査結果は次の通 りであるが,在 籍児60名 のなかに兄弟姉妹がいる為に世帯数にすると47
となる故 これを対象 とした。












ん で い る こ とは い うま で もな い。
図7は,平 日(月 ～金)の 在所時間を児童別に表わ した ものである。中間の空白より上が乳
児(蠢 未満),下 が幼児(3歳 以上)で ある。 この図か ら明らかな通 り・ 乳児で17名・幼児
23名 が通常保育をオーバーして 保育を受けている。 これを 世帯単位でみたのが 表9で あり,
「通常保育でよい」保護者は17世帯,36.2%で 児童数にして20名 である。つまり,3人 に2人
は,午 前8時30分 ～午後5時 の8時 間30分 の通常保育の時間帯では,送 迎に間に合わない,即

































通 り 「会社員」が17名(36.2%)で 最も多い。 しか し,「 教員」 「公務員」 「法人 ・団体職員
(三公社五現業含む)」 の3職 種,即 ち 「公務員 と呼ばれ る職種 とその近似職種」 の合計が20
名(42.5%)と 会社員より多 くなっている。これを特徴の一つとしてとらえておきたい。なお
離婚 ・死亡は母子家庭を指 している。
表11は,母 親の職業別分布であ り,表10同 様 「社福施設職員～その他」が常雇勤労者である。
表か ら明らかなように,職 種は多彩になるが,母 親の87.2%が 常雇勤労者である。その中でも
厂教員」 「公務員」が多いのが注目され る。 「パー トタイマー」及び 「内職」が合わせて4名
(8.5%)で あり,現 在の女子就労者の過半数が パー トタイマーであるといわれている状況 と
は異なった様相を呈しているのである。 この点か ら,一 つの婦人労働の現状 と問題点が考え ら
れるのではないだろうか。つまり,8名 の 「会社員」を除いた残 りの常雇勤労者は,70%を 占
めているのであるが,一 般的に,い わゆる恵まれた条件の職種に就労 している,と みることは
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表10父 親 の職 種 別分布
1
表11母 親の 職種 別分 布
10 11
出来ないだろ うか。婦人の労働条件は,ま だまだ完備 しているとはいえない状況であ り・更に・
仮に法令によって権利 として保障されていても,各kの 職場の状況や人間関係によって,実 際
にはなかなか100%取 得或いは行使出来る職場は決 して多いとはいえないのである。そのよう
な中にあって,産 休が完全に保障され,育 児時間,育 児休業などが得られ,更 に復職 も保障 さ
れている職種 として挙げることが出来るのが,表11で 高い数字を示している職種,即 ち「教員」
「公務員」 「法人 ・団体職員(三 公社五現業含む)」 であ り,ま た女性の職業 といわれ る 「保
母」 「看護婦」であるといえる。つまり,こ こで出産,育 児の為に長期間職場を離れても,そ
の復職が保障されている職場に勤務する母親群が浮び上って くるのである。
現状 としては,出 産を契機に職場を退職する女子が多 く,ま た仮に退職 しなくても産休明け
の子 どもの保育の問題などによって,結 局は退職せ ざるを得ない状況にある場合も少なくない
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のである。そして,一 旦退職 してしまうと,低 賃金のパー トタイマーの外にはその再就職は難
しいのが現実であり,そ れが乳児を抱えてとなるとより一層厳 しいものになるということは明
らかである。表11に 表われた分布は正にそれを物語 っているもの といえる。 つまり,労 働条件
が比較的恵 まれてお り,産 休 ・育児休業とその後の復職の保障が成されている職場に勤務する
母親が多い,と い うことである。言い56る ならぽ,出 産前か ら勤務していた職場を退職する
ことなく出産後も勤務を続けているのである。
表12階 層 区分 によ る世 帯 分布
2 12 14
そして,表12は,両 親の所得を基礎にして算定される保育料の階層区分による世帯分布を示
したグラフである。C及 びD階 層の二列の番号は,左 側が国の基準,右 側が京都市独自の基準
である。当該保育所の措置児は,い うまでもなく右列,京 都市の階層区分によって 区分 され
る。具体的には,表12の ように,A階 層からD14ま で19段 階に分けられており,通 常保育の時
間帯のみの場合,AB階 層が無料であ り,C1の1,700円(3歳 未満児1,900円)か らD14の
17,000円(同36,000円)ま での範囲で17段 階に区分されている。また,特 例保育の場合には,
最低は同じ1,700円(3歳 未満児1,900円)で あるが最高が20,000円(同39,000円)と なり,延
長保育を受ける時間に より非常に細か く設定されている。
当該保育所の場合をみると,相 対的に保育料の階層が高いといえる。国の基準か らいえぽ最
高のD12及 びそれに次 ぐDl1と の2階 層に48.9%の23世 帯が含まれるのである。 このことは,
前にも少し述べたが,母 親の就労が常雇勤務であり,そ れ も 「教員」 厂公務員」 「法人 ・団体
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職員」 「看護婦」等の比較的安定した職種であることが大 きな要因 と思え,更 に,結 婚 ・出産
以前か らの勤務の継続であるとい う点も含めて考えると,所 得もある程度は得 られているその
結果 ともいえる。それに対して,厂 パー トタイマー」や 「商店勤務」 「家族従事者」 として働
らいている場合などは,い ずれも低い階層である。 また,C3～D5間 の該当世帯が殆んどな
い状況が表われている。このことは,相 当に極論的であるとは思えるが,こ の辺 りの階層に該
当する家庭の場合は,保 育所へ入所 しに くい状況であると考え られないであろ うか。つまり,
ずっと継続 して働 らいておれば,も う少 し高階層に位置付けられるであろ うし,再 就職 した場
合は,こ の階層までの所得が 得 られる職種に就けないのでは ないだろうか,と い うことであ
る。一応父親の所得が皆同 じ程度であると仮定するな らば,こ のような推測も可能であると思
われる。
ここで得 られた結果表われた傾向,つ まり高階層の家庭(高 額の保育料を支払っている家
庭)に 偏っているとい うことに関 しては,全 ての保育所がそ うであるとはいえないが,入 所決
定の段階で 「教員」 「看護婦」 「保母」等,公 共性の高い職業に母親が就業している場合,一
応優先的に入所措置されていることは十分推測されるし,「 公務員」に関しては,労 働条件が
整 っているなどの点を考え併せた場合,必 らず しも当該保育所に特有の現象(傾 向)で あると
もいえ.ない。
お わ り に
昭和22年 に制定された児童福祉法 と共に新 しく生まれ変った現在の保育所は,社 会の変化に
対応 して近年その多様化が進め られている。 とりわけ,保 育所が誕生 した頃か ら常に背景とな
ってきた母親の労働 即ち婦人労働に対する対応は,い つもいわれ続けていながら決定的な有
効な対策をみないまま今 日に至 っているといえる。
婦人労働のもっている側面は,① 生活の絶対的必要性 よりも婦人 自身の勤労意欲 いわゆる
働 きにいきたいという気持ちの充足 ②夫の所得だけでは生活が成 り立たない為に,や むを得
ず働 らきにいかなけれぽならないという経済的な理由 との大きく分ければこの2つ になるであ
ノ
ろ う。その2つ の要因か ら保育所の機能をみれば,両 親(特 に母親)が 働 らいている間,放 た
らか しにされぬように保護者か ら委託を受けて保育する児童福祉施設なのである。機能は同じ
であるが,乳 幼児を委託する保護者(特 に母親)の 就労意識が異なっているのである。本論で
も考察 したが,こ の母親の就労に対する意識に大 きな変化があ り,し か も,そ れが児童福祉法
制定時に規定された保育所のイメージとは違 った方向に変化 しているのである。 その母親の就
労に対 して どうとら>xるか,そ の視点の違いが,長 時間保育や夜間保育の問題に代表される今
日の保育所問題などにおいて,ま るでかみ合わない賛否両論が登場する原因 となっているので
ある。
現実に,現 在の保育所は,婦 人労働を保障していく,働 らく或いは働 きたい婦人にとってな
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くてはならない施設の様相が強 くなって来ており,実 際に母親 もその意識が強い職種が少なく
ないことを推察することが出来た。 しか し,社 会的には,未 だに,ど ちらか といえば貧しい家
庭の母親が生計を維持する為に働かねばならず,そ の間子どもをあずかっている施設であると
～・うイメージが強 く残っている。この現実 と旧態ままのイメージとのギャップが,保 育所が児
童福祉施設でありながら,何 故かそうでないようなイメージをもたれる要因 となっているので
はないだろ うか。いずれにしても,婦 人労働者が今後益k増 加 し続けるということは容易に推
測できる、ことである。そして,そ れに保育所が対応 していかなけれぽならないことも事実であ
る。保育所は,そ の誕生期から働 らく婦人 と深く関連し,そ れを保障していく性格をもって発
展してきた。 しかし,そ れが,し ばしば婦人労働対策の施設のように考え られ,貧 困を根底に
おいて考える狭い意味での福祉施設 としての保育所 との間に,時 には異和感す ら生 じさぜてい
るのである。
児童福祉施設 として児童福祉法に位置付けられている保育所が,い かに児童福祉施設 として
確立していくかが今後の大 きな課題 となる。
保育所の起源を,赤 沢鍾美の新潟静修学校に求めるならば約100年,京 都府船井郡 の竜心寺
の幼穉院に求めるな らぽ更に10年 古い歴史があ り,そ の歴史の上にある保育所の守成の業は困
難な課題である。今,多 様化が迫 られ進行 しつつある一方で,逆 に,児 童数の減少によって定
員割れを起している保育所 も少なくないのである。 このような状況の中で,ニ ー ドに対応する
とい う名 目で,入 所措置基準を安易に拡大 していくべきではない。む しろこのような状況の時
であるか らこそ,保 育所は,児 童福祉施設 として児童にとってどうあるべ きなのか,に ついて
考え直 さなければならないのではないだろ うか。
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